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１．はじめに 
 保安規定は，事業所ごとに定める必要があるが，７号炉については，新規制基準への適合に

係る設置変更許可により，保安規定記載を変更する必要がある。 
また，１号炉～６号炉の一部運用事項は，７号炉の審査の前提条件となっているものがあり，

更に，法令に基づくものについては，号炉を問わず適用内容を反映する必要がある。 
これらについて，保安規定上の記載の扱いを明確にする。 

 
２．「保安規定変更に係る基本方針」（以下，「基本方針」という。）における記載 
基本方針において，以下のとおり記載されている。 
２．４ 同一発電所における新規制基準への適合が確認されていない炉の扱い 

同一発電所において，新規制基準への適合が確認されていない炉が含まれる場合，保

安規定は発電所毎に制定していることから，新規制基準への適合が確認された炉及び確

認されていない炉が混在する記載となるため，新規制基準への適合が確認されていない

炉を含めた保安規定の記載方針を示す。 
 

２．４．１ 要求事項 
核燃料物質若しくは核燃料物質によって汚染された物又は発電用原子炉による災害の

防止を目的とし，原子炉設置（変更）許可申請書等において定めた必要な設計上の前提

条件について，運用段階で維持できるよう保安規定に定めている。 
原子炉設置（変更）許可の前提となっている運用要件は，新規制基準への適合が確認

された炉に対する事項に限らず，新規制基準への適合が確認されていない炉に対する事

項も含まれることから，当該運用要件は維持する必要がある。 
また，新規制基準の要求事項については，保安規定の変更認可の申請手続きに係る経

過措置を定めた整備規則の規定※により，新規制基準への適合が確認された炉及び確認さ

れていない炉ともに要求される事項がある。 
※：原子力規制委員会設置法の一部の施行に伴う関係規則の整備等に関する規則 

 
２．４．２ 記載方針 

前項を踏まえ，同一発電所に新規制基準への適合が確認されていない炉を含む場合の

保安規定の記載方針については，以下のとおり。 
○新規制基準適合に係る記載は，原則として，新規制基準への適合が確認された炉のみ

を対象とし，新規制基準への適合が確認されていない炉は，次の事項を除き，従前の

規定のとおりとする。 
・新規制基準への適合が確認された炉の原子炉設置（変更）許可の前提となっている，

新規制基準への適合が確認されていない炉の運用要件については，保安規定に規定す

る。 
・保安規定の変更認可の申請手続きに係る経過措置を定めた整備規則の規定※により，

新規制基準への適合が確認された炉及び確認されていない炉ともに要求される事項

については，いずれの炉に対しても保安規定に規定する。 
※：原子力規制委員会設置法の一部の施行に伴う関係規則の整備等に関する規則 

2



３．同一発電所における新規制基準への適合が確認されていない号炉の扱い 
基本方針に従い，以下のとおり整理する。 

 
（１）「新規制基準適合に係る記載は，原則として，新規制基準への適合が確認された炉のみ

を対象とする。」 
この対象としては，新規制基準への適合として審査を受け，許可等を得た事項について，

適用するものである。事例としては以下のものが該当する。 
 
① 重大事故等対処設備の運転上の制限の設定 
② 火災，内部溢水，火山影響等，その他自然災害及び有毒ガス対応 
③ 重大事故等及び大規模損壊対応 
④ 技術基準規則，設置許可基準規則の制定・改正に伴う反映 
⑤「保安規定変更に係る基本方針」の制定・改正に伴う反映 
⑥ 設置変更許可，工事計画認可の反映（上記①～⑤以外） 
 

これらについては，概ね新規制基準適合に係る部分が７号炉のみの対象となるが，②のう

ち火災及び地震については１号炉～６号炉も対象となるため，保安規定第１７条（火災発生

時の体制の整備）及び第１７条の４（その他自然災害発生時等の体制の整備）にて整理する。 
 
（２）「新規制基準への適合が確認された炉の原子炉設置（変更）許可の前提となっている，

新規制基準への適合が確認されていない炉の運用要件については，保安規定に規定する。」 
この対象としては，以下のものが該当する。 
 
① １号炉～５号炉については，炉停止（燃料を装荷しない）が前提であることを原子

炉設置（変更）許可申請書に記載している。 
② 「実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に

必要な措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準」への適合状況につい

て（以下，「技術的能力審査資料」という。）１．０「重大事故等対策における共通事

項」添付資料１．０．１６において，６号炉及び７号炉の重大事故等の発生時におい

て，停止号炉である１～５号炉での災害発生（ＳＦＰ冷却水喪失）時の対応が６号炉

及び７号炉の重大事故等の対応への影響を与えないこと及び１～５号炉の災害対応

としても問題ないことを記載している。 
  

このうち，①については，保安規定第１２条（運転員等の確保）の表１２－１にて ，
燃料装荷を行わない旨記載する。 
また，６号炉に関しては，保安規定第１２条（運転員等の確保）の表１２－１，２及び

３に定める人数が，６号炉の原子炉の状態を冷温停止又は燃料交換とした場合の人数であ

ることから，原子炉設置（変更）許可の前提とはしていないが６号炉の原子炉への燃料装

荷は行わないこととし，１～５号炉と併せて，保安規定に記載する。 
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  ②については，技術的能力審査資料１．０「重大事故等対策における共通事項」添付資料   
１．０．１６において，「１～５号炉に重大事故等が発生した場合にも，６号炉及び７号炉

の重大事故等の対策は可能である」と評価しており，その中で，１～５号炉に関しては，使

用済燃料プールの冷却水の維持が困難な場合においても，６号炉及び７号炉の事故対応に影

響がないことを評価している。 
また，６号炉に関しては，７号炉とともに複数号炉の同時被災時を想定した体制を整備し

ていることから，６号炉での災害発生時の対応が７号炉の重大事故等の対応への影響を与え

ることはない。 
 

  以上より，１～６号炉について，以下のとおり記載する。なお，保安規定第１７条（火災

発生時の体制の整備）～第１７条の８（大規模損壊発生時の体制の整備）にて，７号炉に関

して個別に規定していることから，１～６号炉に関しては，保安規定第１７条の９（電源機

能等喪失時の体制の整備）にて，まとめて規定する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（運転員等の確保） 
第１２条 
表１２－１ 
 中央制御室名 

１号炉※２ 
２号炉，３号炉， 

４号炉及び５号炉※２ 
６／７号炉※２ 

原子炉の状態  

運転，起動，高温停止の場合 － － １３名以上※４ 

冷温停止，燃料交換の場合 ４名以上※３ ３名以上※３ １０名以上※５ 

※２：１号炉，２号炉，３号炉，４号炉，５号炉及び６号炉については，原子炉への燃料装荷を行わ

ない 
※３～５：（略） 
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変更前 変更後（１７条関連の反映含む） 
（電源機能等喪失時の体制の整備） 
第１７条の２ 
 
 

組織は，津波によって交流電源を供給す

る全ての設備，海水を使用して原子炉施設

を冷却する全ての設備及び使用済燃料プー

ルを冷却する全ての設備の機能が喪失した

場合（以下「電源機能等喪失時」という。）

における原子炉施設の保全のための活動を

行う体制の整備として，次の各号に係る計

画を策定する。 
 

（１）電源機能等喪失時における原子炉施設

の保全のための活動を行うために必要

な要員の配置 
（２）電源機能等喪失時における原子炉施設

の保全のための活動を行う要員に対す

る訓練 
（３）電源機能等喪失時における原子炉施設

の保全のための活動を行うために必要

な可搬式発電機，可搬式動力ポンプ，

ホース及びその他資機材の配備 
２．組織は，前項の計画に基づき，電源機能

等喪失時における原子炉施設の保全のため

の活動を実施する。 
３．組織は，第１項及び第２項に定める事項

について定期的に評価を行うとともに，評

価の結果に基づき必要な措置を講じる。 

（電源機能等喪失時の体制の整備） 
第１７条の９ 
〔１号炉，２号炉，３号炉，４号炉，５号炉

及び６号炉〕 
組織は，津波によって交流電源を供給する

全ての設備，海水を使用して原子炉施設を冷

却する全ての設備及び使用済燃料プールを冷

却する全ての設備の機能が喪失した場合，あ

るいは使用済燃料プールの冷却水の維持が困

難な場合（以下「電源機能等喪失時」という。）

における原子炉施設の保全のための活動を行

う体制の整備として，次の各号を含む計画を

策定する。 
（１）電源機能等喪失時における原子炉施設

の保全のための活動を行うために必要

な要員の配置 
（２）電源機能等喪失時における原子炉施設

の保全のための活動を行う要員に対す

る訓練 
（３）電源機能等喪失時における原子炉施設

の保全のための活動を行うために必要

な可搬式発電機，可搬式動力ポンプ，

ホース及びその他資機材の配備 
２．組織は，前項の計画に基づき，電源機能

等喪失時における原子炉施設の保全のため

の活動を実施する。 
３．組織は，第１項及び第２項に定める事項

について定期的に評価を行うとともに，評

価の結果に基づき必要な措置を講じる。 
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（３）「保安規定の変更認可の申請手続きに係る経過措置を定めた整備規則の規定により，新

規制基準への適合が確認された炉及び確認されていない炉ともに要求される事項について

は，いずれの炉に対しても保安規定に規定する。」 
この対象としては，主に，以下のものが該当する。 
 
① 原子炉等規制法および電気事業法の改正に伴う変更 
・使用前事業者検査，定期事業者検査 
② 実用炉規則の改正に伴う変更 
・電気主任技術者の職務の範囲，権限，位置付け 
・ボイラー・タービン主任技術者の職務の範囲，権限，位置付け 
・施設管理（記録等） 
 

上記①及び②については，既に補正申請（令和２年２月２７日付け原管発官Ｒ１第１９６

号（令和２年５月１日付け原管発官Ｒ２第２６号及び令和に２年５月２５日付け原管発官Ｒ

２第６２号をもって一部補正））し，変更の認可（令和２年５月２６日付け原規規発第２０

０５２６５号）を受けている。 
 
 
４．各保安規定条文に関する，対象号炉の整理について 
  別紙「保安規定条文の対象号炉の整理」にて，補正申請中の条文毎に，対象号炉を整理す

る。なお，令和２年５月２６日付けで認可を受けた条文については，認可後の条文について

整理している。 
 
 

以 上 
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別紙

保安規定条文の対象号炉の整理

凡例　　○：該当する　△：一部の号炉のみ該当する　－：該当しない

１～６号炉 ７号炉

第１条　目的 ○ ○

第２条　基本方針 ○ ○

第２条の２　関係法令及び保安規定の遵守 ○ ○

第２章　品質保証 第３条　品質マネジメントシステム計画 ○ ○

第４条　保安に関する組織 ○ ○

第５条　保安に関する職務 ○ ○

第６条　原子力発電保安委員会 ○ ○

第７条　原子力発電保安運営委員会 ○ ○

第８条　原子炉主任技術者の選任 ○ ○

第８条の２　電気主任技術者及びボイラー・タービ
ン主任技術者の選任

○ ○

第９条　原子炉主任技術者の職務等 ○ ○

第９条の２　電気主任技術者及びボイラー・タービ
ン主任技術者の職務等

○ ○

第９条の３　主任技術者の情報交換 ○ ○

第１０条　原子炉施設の定期的な評価 ○ ○

第１１条　構成及び定義 ○ ○

第１１条の２　原子炉の運転期間 ○ ○

第１２条　運転員等の確保 ○ ○

第１２条の２　運転管理業務 ○ ○

第１３条　巡視点検 ○ ○

第１４条　マニュアルの作成 ○ ○

第１５条　引継 ○ ○

第１６条　原子炉起動前の確認事項 ○ ○

第１７条　火災発生時の体制の整備 ○ ○

第１７条の２　内部溢水発生時の体制の整備 － ○

第１７条の３　火山影響等発生時の体制の整備 － ○

第１７条の４　その他自然災害発生時等の体制の整
備

○ ○

第１７条の５　有毒ガス発生時の体制の整備 － ○

第１７条の６　資機材等の整備 － ○

第１７条の７　重大事故等発生時の体制の整備 － ○

第１７条の８　大規模損壊発生時の体制の整備 － ○

第１７条の９　電源機能等喪失時の体制の整備 ○ －

第１８条　水質管理 ○ ○

第１８条の２　原子炉冷却材圧力バウンダリの隔離
弁管理

－ ○

第１９条　停止余裕 ○ ○

第２０条　反応度監視 ○ ○

第２１条　制御棒の動作確認 ○ ○

第２２条　制御棒のスクラム機能 ○ ○

第２３条　制御棒の操作 ○ ○

対象号炉
章 条文

第４章　運転管理

第１章　総則

第３章　体制及び評価
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別紙

凡例　　○：該当する　△：一部の号炉のみ該当する　－：該当しない

１～６号炉 ７号炉

第２４条　ほう酸水注入系 ○ ○

第２５条　原子炉熱的制限値 ○ ○

第２６条　原子炉熱出力及び炉心流量 ○ ○

第２７条　計測及び制御設備 ○ ○

第２８条　原子炉再循環ポンプ ○ ○

第２９条　ジェットポンプ △（※） －

第３０条　主蒸気逃がし安全弁 ○ ○

第３１条　格納容器内の原子炉冷却材漏えい率 ○ ○

第３２条　非常用炉心冷却系，原子炉隔離時冷却系
及び高圧代替注水系の系統圧力監視

○ ○

第３３条　原子炉冷却材中のよう素１３１濃度 ○ ○

第３４条　原子炉停止時冷却系その１ ○ ○

第３５条　原子炉停止時冷却系その２ ○ ○

第３６条　原子炉停止時冷却系その３ ○ ○

第３７条　原子炉冷却材温度及び原子炉冷却材温度
変化率

○ ○

第３８条　原子炉圧力 ○ ○

第３９条　非常用炉心冷却系その１ ○ ○

第４０条　非常用炉心冷却系その２ ○ ○

第４１条　原子炉隔離時冷却系 △（※） －

第４２条　主蒸気隔離弁 ○ ○

第４３条　格納容器及び格納容器隔離弁 ○ ○

第４４条　サプレション・チェンバからドライウェ
ルへの真空破壊弁

○ ○

第４５条　サプレションプールの平均水温 ○ ○

第４６条　サプレションプールの水位 ○ ○

第４７条　可燃性ガス濃度制御系 ○ ○

第４８条　格納容器内の酸素濃度 ○ ○

第４９条　原子炉建屋 ○ ○

第５０条　原子炉建屋給排気隔離弁 ○ ○

第５１条　非常用ガス処理系 ○ ○

第５２条　残留熱除去冷却水系及び残留熱除去冷却
海水系

○ ○

第５３条　非常用ディーゼル発電設備冷却系 ○ ○

第５４条　高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備
冷却水系及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設
備冷却海水系

△（※） －

第５５条　使用済燃料プールの水位及び水温 ○ ○

第５６条　燃料又は制御棒を移動する時の原子炉水
位

○ ○

第５７条　中央制御室非常用換気空調系 ○ ○

第５８条　外部電源その１ ○ －

第５８条の２　外部電源その２ ○ －

第５８条の３　外部電源その３ － ○

章 条文
対象号炉

第４章　運転管理

※：１～５号炉のみ該当する。
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別紙

凡例　　○：該当する　△：一部の号炉のみ該当する　－：該当しない

１～６号炉 ７号炉

第５９条　非常用ディーゼル発電機その１ ○ ○

第６０条　非常用ディーゼル発電機その２ ○ ○

第６１条　非常用ディーゼル発電機燃料油等 ○ ○

第６２条　直流電源その１ ○ ○

第６３条　直流電源その２ ○ ○

第６４条　所内電源系統その１ ○ ○

第６５条　所内電源系統その２ ○ ○

第６６条　重大事故等対処設備 － ○

第６７条　原子炉停止中の制御棒１本の引き抜き ○ ○

第６８条　単一制御棒駆動機構の取り外し ○ ○

第６９条　複数の制御棒引き抜きを伴う検査 ○ ○

第７０条　原子炉の昇温を伴う検査 ○ ○

第７１条　原子炉モードスイッチの切替を伴う検査 ○ ○

第７２条　運転上の制限の確認 ○ ○

第７３条　運転上の制限を満足しない場合 ○ ○

第７４条　予防保全を目的とした保全作業を実施す
る場合

○ ○

第７５条　運転上の制限に関する記録 ○ ○

第７６条　異常発生時の基本的な対応 ○ ○

第７７条　異常時の措置 ○ ○

第７８条　異常収束後の措置 ○ ○

第７９条　新燃料の運搬 ○ ○

第８０条　新燃料の貯蔵 ○ ○

第８１条　燃料の検査 ○ ○

第８２条　燃料取替実施計画 ○ ○

第８３条　燃料移動手順 ○ ○

第８４条　燃料移動 ○ ○

第８５条　使用済燃料の貯蔵 ○ ○

第８６条　使用済燃料の運搬 ○ ○

第８７条　放射性廃棄物管理に係る基本方針 ○ ○

第８７条の２　頻度の定義 ○ ○

第８８条　放射性固体廃棄物の管理 ○ ○

第８８条の２　放射性廃棄物でない廃棄物の管理 ○ ○

第８８条の３　事故由来放射性物質の降下物の影響
確認

○ ○

第８９条　放射性液体廃棄物の管理 ○ ○

第９０条　放射性気体廃棄物の管理 ○ ○

第９１条　放出管理用計測器の管理 ○ ○

第９２条　放射線管理に係る基本方針 ○ ○

第９２条の２　頻度の定義 ○ ○

第９３条　管理区域の設定及び解除 ○ ○

第９４条　管理区域内における区域区分 ○ ○

第９５条　管理区域内における特別措置 ○ ○

第９６条　管理区域への出入管理 ○ ○

第９７条　管理区域出入者の遵守事項 ○ ○

対象号炉

第４章　運転管理

第７章　放射線管理

第６章　放射性廃棄物管理

章 条文

第５章　燃料管理
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別紙

凡例　　○：該当する　△：一部の号炉のみ該当する　－：該当しない

１～６号炉 ７号炉

第９８条　保全区域 ○ ○

第９９条　周辺監視区域 ○ ○

第１００条　放射線業務従事者の線量管理等 ○ ○

第１０１条　床，壁等の除染 ○ ○

第１０２条　平常時の環境放射線モニタリング ○ ○

第１０２条の２　外部放射線に係る線量当量率等の
測定

○ ○

第１０３条　放射線計測器類の管理 ○ ○

第１０４条　管理区域外等への搬出及び運搬 ○ ○

第１０５条　発電所外への運搬 ○ ○

第１０６条　協力企業の放射線防護 ○ ○

第１０７条　施設管理計画 ○ ○

第１０７条の２　設計管理 ○ ○

第１０７条の３　作業管理 ○ ○

第１０７条の４　使用前事業者検査の実施 ○ ○

第１０７条の５　定期事業者検査の実施 ○ ○

第１０７条の６　原子炉施設の経年劣化に関する技
術的な評価及び長期施設管理方針

○ ○

第１０８条　原子力防災組織 ○ ○

第１０９条　原子力防災組織の要員 ○ ○

第１０９条の２　緊急作業従事者の選定 ○ ○

第１１０条　原子力防災資機材等 ○ ○

第１１１条　通報経路 ○ ○

第１１２条　緊急時演習 ○ ○

第１１３条　通報 ○ ○

第１１４条　原子力防災態勢の発令 ○ ○

第１１５条　応急措置 ○ ○

第１１６条　緊急時における活動 ○ ○

第１１６条の２　緊急作業従事者の線量管理等 ○ ○

第１１７条　原子力防災態勢の解除 ○ ○

第１１８条　所員への保安教育 ○ ○

第１１９条　協力企業従業員への保安教育 ○ ○

第１２０条　記録 ○ ○

第１２１条　報告 ○ ○

章 条文
対象号炉

第８章　施設管理

第９章　緊急時の措置

第１０章　保安教育

第７章　放射線管理

第１１章　記録及び報告
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